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  １ 開  会 

●事務局（都市計画課長） それでは、定刻となりました。 

 本日は、大変お忙しいところをご出席いただきまして、まことにありがとうございます。 

 ただいまから、札幌市都市計画審議会第２回土地利用計画検討部会を開催させていただ

きます。 

 

  ２ 連絡事項 

●事務局（都市計画課長） それではまず、お手元の資料を確認させていただきます。 

 本日、各委員のお席には、配布資料１「会議次第」、配布資料２「委員名簿」「座席表」

が、また、議事にかかわる資料としまして、資料１、資料２、また、別添資料として、前

回の主なご意見をまとめたものがございます。 

 ご確認をお願いいたします。 

 なお、連絡事項でございますが、青木委員につきましては、３時半ごろ中座する予定で

ございますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、小林部会長、議事の進行をよろしくお願いいたします。 

 

  ３ 議  事 

●小林部会長 では、２回目の部会を進めたいと思います。 

 ３時半までが皆さんそろっている時間なので、そこを一番濃い時間帯にしたいと思いま

すので、ご協力をよろしくお願いします。 

 では、資料に基づいて進めていこうと思いますが、前回の部会の議論の確認といいます

か、リマインドする意味で、別添資料とありますけれども、そこの概略をご説明していた

だいて、具体的に資料１、２について議論をしていくということにしましょう。 

 どうぞよろしくお願いします。 

●事務局（都市計画課長） わかりました。 

 それでは、別添資料に基づきまして振り返りたいと思います。 

 前回、第１回におきまして、当部会の位置づけ、進め方と土地利用計画の全市見直しの

基本的視点についてご説明させていただきました。その中で出された意見でございますが、

まず、部会の位置づけ、役割、検討の仕方という部分では、今日起きている諸課題、諸問

題に対して、どのように方向性を見出して次の目標を定めていくかというところが出され

ております。また、部会で検討した基本的考え方と、アウトプットである用途地域等の見

直しを論理的に結びつけていかなければならないというところがございました。 

 また、都市計画マスタープランが現時点でどうなのか、このままでいいのか、補強する

べき部分があるのか、検証する必要があるとのご意見がございました。また、それぞれの

課題に対して市の施策全体としてどういう対策や方向性があるのか、都市計画でできる部

分、他と連携しないと実現できない部分の整理が必要であるということがございました。 
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 また、見直しのロジック・論理性、コンセプト・概念につきまして三つほどまとめて書

かせていただいておりますが、コミュニティのサステイナビリティ、持続可能性をどのよ

うに維持していくかが今後の都市計画の大きな課題となっている、単に今あるままではな

くて、今ある現状もなかなか守るのは難しいとのご意見がございました。また、低炭素社

会が人々に住みやすい社会であることを示していかなければならないというところも非常

に重要なご意見として各委員から出されたと思います。 

 一方、札幌市は国内外から注目されている都市であり、そのような経済ニーズへの対応

や国際都市としての視点が重要である、経済というものについてきちっと考えていかなけ

ればいけないという意見も多くの委員から出されておりました。 

 さらに、提示された論点の部分につきましても幾つかございました。 

 人々が住み続け、生活できる土地利用を考えていくべきである、郊外に住んでいる人の

利便性を確保しながらコンパクトにしていくためにはどのような形がよいのかという点が、

亘理委員も含めましてご意見をいただいた部分でございますけれども、保全すべき住環境

は積極的に保全すべきである、容積率によるダウンゾーニングも積極的に考えるべきであ

るということも出されていたかと思います。 

 このようなご意見がありまして、今回、資料１と２という形で前回の部分も含めて見直

しの考え方をご提示させていただいております。先ほどの主な意見にもございましたが、

まず、都市計画マスタープランというのは今の時点でどうなのかというところがあるかと

思います。それと、先に概要だけご説明しますが、一方、今日的な課題の解決に向けた対

応が必要でしょうというところを２枚目に他の施策も含めて書かせていただいております。

最後の４ページ目でございますが、そこで、今までやってきた分の土地利用計画の見直し

の方向性として、改めて、既に実施している部分とこれから対応すべき部分を幾つかに分

けて大事な論点を示させていただいております。 

 資料２は、その論点につきまして、主な内容につきましては、資料または考え方も含め

て前回ご議論があった部分について修正し、または深めたものを用意させていただいてお

ります。 

 では、早速、資料１から説明させていただきます。 

 資料１の都市計画マスタープランの概要でございます。 

 まず、目的、位置づけにつきましては、４次長総を受けて都市づくりの全市的指針とし

て平成３２年を目標に定めたものでございます。今までの都市づくりから今後取り組まな

ければいけない理念として、「持続可能なコンパクト・シティへの再構築をともに進めよ

う」というものを掲げております。その時点での今後重視すべき観点を左側に４点ほど示

させていただいておりますが、成熟社会を支える都市づくり、効率的な維持・管理が可能

な都市づくり、環境と共生する都市づくり、地域コミュニティの活力を高める都市づくり

を掲げております。都市全体の視点からは、既存の市街地・都市基盤の再生・活用、市街

地の外の自然環境の保全ということで、まず、市街地の拡大抑制を基調としましょうとい
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うところがございます。また、身近な地域の視点からということで、居住機能を中心とし

た身近な範囲での多様な機能のまとまりを確保していこうということを掲げております。 

 さらに、都市づくりの原則を下に五つほど掲げております。後ほど詳しく説明しますの

で、ここでは省略させていただきます。 

 それらの基本的な考え方に基づきまして、１ページ目の右上でございますが、部門別の

取り組みの方針として、土地利用、交通、みどり、その他の都市施設を定めさせていただ

いております。あわせて、都市づくりの力点として、都心の再生・再構築、多中心核都市

構造の充実・強化、また、多様な住まい方を支える質の高い居住環境の実現、市街地の外

の自然環境の保全と活用、オープンスペース・ネットワークの充実・強化の五つを掲げて

おります。 

 最後に、これらを支える仕組みとして、都市づくりの取り組みにおける協働の仕組みを

充実していこうということを掲げております。 

 今回の土地利用計画検討部会の議論の中で関係する部分として、以下、２ページ目に幾

つか視点を抽出して掲げております。 

 前回の議論で、都市計画マスタープランではどんなことを課題認識としてやっているの

か、それは今正しい方向なのかというご議論があったと思います。都市マスを策定した時

点でも、先ほど申しました基本方向の転換の観点から四つの観点を掲げておりますし、生

じている現象、課題としましては、求められる都市生活像も含めて、現在の置かれている

課題がその時点でもある程度出ているのかなと考えております。 

 その中で、都市づくりの原則を五つ定めております。 

 まず、原則１でございますが、「一人ひとりの暮らしの質の向上を支えます」というこ

とです。 

 背景・必要性では、暮らしの質の向上を図っていこう、少子高齢化の一層の進展に対し、

対応していく必要があるということで、この点は前回も今の課題として掲げさせていただ

いた部分です。また、さまざまな人々の価値観やライフスタイルに応え得る都市であるこ

とを目指そうということも前回掲げた現状と課題にあったかと思います。 

 また、原則２でございますが、「自然と共生し北の風土特性を尊重します」ということ

です。 

 深刻化する地球環境問題への対応は都市づくりにおける重要な課題の一つということで、

地球環境問題への対応ということも大きく原則の中で掲げさせていただいております。ま

た、札幌は豊かな自然に囲まれたところで、その個性をより高めていくことが重要であり、

また、多雪・寒冷大都市という風土特性も踏まえる必要があるというところも、前回、意

見として出されたかと思います。 

 原則３でございますが、「多くの人が集まる場を大切にします」ということです。 

 人の集まる場の質の向上と、そういう場所において、さまざまな活動と交流が活発化す

ることが重要ということを掲げております。 



 - 4 -

 また、進め方系の原則４でございますが、「既存資源を上手に再生・活用します」とい

うことです。 

 財政的制約と環境負荷低減の社会的要請を踏まえる必要があるということで、これも前

回の中で大事な視点として、最近の動きとして掲げたものを都市マスの中でも既に記され

ております。 

 原則５でございますが、「施策の総合化・重点化と協働を重視します」ということです。 

 基礎的な都市基盤施設を一律に確保することから、都市の魅力と活力を高め、生活の質

の向上を支えることへの課題転換が重要であるということと、市民ニーズ、まちの課題を

しっかり確認しながら対応していく必要があるということで、これも施策の総合化をきち

んと図っていこうというところを既に都市マスの中で掲げております。 

 各々の原則の内容を右側に幾つか記載させていただきました。 

 以上のように、基本的には、都市マスの中で今起こり得る課題について、ある程度、課

題認識及び目標が定まっております。ただ、これらを具体的にどう展開していくかが非常

に大事なところでございますが、それにつきまして、都市マスほか、今日的課題の解決に

向けた対応をどうやろうとしているかというところを３ページ目に記載させていただきま

した。 

 左側の青い欄でございますが、今日的な課題・動向として大きく九つ、前回もお示しさ

せていただいている部分を中心に掲げさせていただいております。 

 まず、人口、少子高齢化等の対応という部分では、現在、全市的な施策の計画としまし

ては、さっぽろ子ども未来プランのほか、高齢者保健福祉計画などが定められておりまし

て、部分的ではありますが、これらの計画とも連携をとりながらやっていくことが記載さ

れております。それらにおきまして、都市マスの中でも先ほどの原則に基づいて、具体的

には身近な利便性と快適性の確保、徒歩を前提とした距離圏で買い物利便機能など基本的

な都市サービス機能が享受できることというように、今日的な課題と対応する全市的な施

策計画と、都市づくりの原則がつながっている形で掲げさせていただいております。 

 以下、全部は説明しませんが、交通につきましては、道央都市圏都市交通マスタープラ

ンができまして、今現在、札幌市総合交通計画を策定中ですが、この中でも環境負荷を十

分考えた計画が掲げられております。 

 また、環境問題も非常に重要なところでございますが、現在、温暖化対策推進ビジョン

を策定中でございまして、これらとの施策連携をどうしていくかというところをシナリオ

として展開を書かせていただいております。 

 また、財政、インフラの維持、補修というものが課題なわけでございますが、札幌市の

中でも道路維持管理基本方針を今年策定しまして、中長期的なこれらのライフサイクルを

きちんと考えていくということを掲げております。 

 以下、住宅基本計画、また都市成長力の維持、向上につきましては、都心まちづくり戦

略や札幌市産業振興ビジョン、都市景観づくりの推進としましては札幌市景観計画、コミ
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ュニティの活性化につきましては札幌市自治基本条例ということで、都市計画マスタープ

ランを策定後、さまざまな他の施策の中でもこのような計画、ビジョン等を作成しており

ますし、それらは今の都市マスの都市づくりの原則とリンクした形で書かれております。 

 では、この検討部会として土地利用計画を見直す基本的な方向性、具体的な論点をこれ

らの計画、都市マスの中での原則などとともに、どういうところを伸ばしながら、または

既にあるものを生かしていく、変えていくのはどういうところかということを４ページ目

に書かせていただいております。 

 今日的課題・動向につきましては、３ページ目と同じでございますので、省略させてい

ただきます。 

 次に、土地利用計画見直しの基本的な方向性と掲げた２番目の欄でございますが、これ

につきましては、前回、基本的視点として二つ掲げさせていただきましたものを少し細か

く具体的な中身で分けて記載させていただいております。 

 一つは、誰もが安心して暮らせるよう、徒歩圏内にさまざまな機能が確保されているこ

と、また、大都市の魅力の一つである都市サービスを誰でも受けられるよう、都心や拠点

などの公共交通の利便性の高い地域に多様な機能の複合・集積を図ること、また、低炭素

都市づくりへの対応として、自動車交通に依存した都市構造からの転換、地域住民が愛着

と誇りを持てるまちづくりを進めるため、風景や景観等の地域の個性に配慮すること、ま

た、魅力的な都市形成が図られるよう、都心における魅力向上や札幌の自然環境を生かし

た都市空間の形成、地域コミュニティが維持されるよう、土地利用面からも支えることを

掲げさせていただいております。 

 では、土地利用計画の中では今までどういうことに対応し、また、これからどういう対

応をすべきかというところについてですが、二つに分けて掲げさせていただいております。 

 先ほどの基本的方向性と関連させながらでございますが、人口関係、その他複合的に市

街地を確保していこうということにつきましては、都心創成川東部地区地区計画を定めて

おりますし、郊外住宅地のもみじ台団地の地区計画において、福祉系用途の緩和というも

のを掲げております。また、交通関係につきましては、拠点の整備、計画ということで、

琴似、苗穂等の取り組みを行っております。また、都市全体の観点ということで、今年は

市街化区域拡大の抑制を考えておりますし、都市再生特別地区における環境負荷低減にか

かわる計画の場合には容積を緩和するということで、環境に配慮した場合の対応も幾つか

例として掲げております。 

 以下、郊外住宅地の昨今の動向を踏まえて、住宅のニーズに合わせて容積を若干拡大し

たりしているものもございます。また、大規模集客施設の制限強化というところで、第三

種小売店舗地区の指定において、ある一定程度の大規模面積となる集客施設を絞っている

こともございます。 

 それから、ちょっと飛びますが、高度地区の指定をしているのですけれども、一方、都

市マス等を策定し、前回の土地利用計画の見直しを行った後、地域住民から３地区ほど地
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区計画の提案がございまして、高さをさらに制限しているところもございますし、札幌市

としましても、景観計画や公共施設のガイドラインも定めております。また、地域コミュ

ニティの活性化という観点で、先ほども少し触れましたが、もみじ台地区の再構築という

ことも検討しているところでございます。 

 これらは、既に実施しているものもございますが、特にこれから幾つか対応すべきこと

として、次の欄に①から⑨まで掲げております。場所も各々違うものですから、高度利用、

一般、郊外住宅地に関して幾つか定めておりますが、いずれにしても、日常生活に必要な

徒歩圏の確保ということを掲げております。土地利用が硬直化している地区への対応とし

て、今後、郊外住宅地をどうしていくかという観点、また、公共交通の利便性の高い地域、

都心・拠点への集積、複合化ということ、また、住宅地の対応としては、住宅市街地ごと

の地域特性に合わせた住環境の保護ということも考えていく必要があるということ、魅力

ある都市機能の積極的な誘導、また、札幌を特徴づける自然環境を生かした都市空間の形

成ということを考えていく必要があるということです。 

 これらを含めて、地域がより使いやすい制度の充実があるだろうということで、一番最

後に、前回もお示ししました土地利用計画の見直しの基本的論点として、４点ほどを事例

として掲げさせていただいております。歩いて行ける身近なところに日常生活を支える機

能を充実させるべきではないか、都心部分のにぎわいの連続性、中高層住宅が建築可能な

ところでも戸建住宅が多いところの住環境維持をどうしていくか、札幌の魅力である美し

い山並み、低層住宅地の景観配慮をどうしていくかというところを掲げております。 

 以下、詳しくは資料２で説明いたしますが、一旦、資料１で前回の宿題のところをご説

明いたしました。 

●小林部会長 ちょっと確認ですけれども、４ページ目の一番右の欄の土地利用計画見直

しの基本的論点というのは、今、この部会で考える最終的というか、アウトカムとしてこ

ういうレベルのものを考えたいということの例示だと理解すればいいのですか。 

●事務局（都市計画課長） そうです。 

●小林部会長 今、この茶色いというか、赤いというか、囲っているものが四つあります

けれども、これがどんどん増えていくと理解すればいいのですか。 

●事務局（都市計画課長） はい。それで、最後のところに例という意味で、ほかにもあ

るということで、まだまだ幾つかございますし、その前のところでご説明しました土地利

用計画の対応というところや、都市マスの都市づくりの原則というところから、土地利用

計画にかかわる部分について、もう少し基本的な論点を充実させていきたいと思っており

ます。 

●小林部会長 もう一回言ってください。 

●事務局（都市計画課長） 今、基本的論点を四つ、例示として掲げさせていただいてお

りますが、そのほかにも、その前にある土地利用計画による対応という部分で、既にやっ

ている部分とか、これから対応すべき視点という中からさらに重要になる論点が出てくる
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かと思っていますし、前のページに都市マスの都市づくりの原則とございますが、これを

土地利用計画ということに置きかえたところでの基本的論点も出てくると思っております。 

●小林部会長 いずれにしても、基本的論点というものが、この四つではなくて、かなり

数があって、都市マスで当時考えたこと、当時原則としたこと、これから原則として加え

るべきこと、それから、これまでの行政の施策上、土地利用の考え方で進めてきているこ

とを確認しながら、それを加えるか加えないかを議論していくというふうに理解すればい

いのですか。そこがちょっとよくわからないのです。 

●事務局（都市計画課長） この後に説明することも関係するのですが、具体的な例とし

てそういうものはどうなのかということをフィードバックしながら、この基本的な論点と

いうことを充実させていくのが今回の部会の大事な部分だと思っております。 

●小林部会長 一番大事なのは、基本的論点になるのですね。 

●事務局（都市計画部長） 今、課長が説明しましたように、都市マスがあり、それは今

日的な課題も読み込んだ上で組み立てられていると私たちは考えているということをご説

明しました。その中で、だんだんブレイクダウンしていって、こういうことでなくてはい

けないのではないかとか、他施策もあるとか、そういうことを確認させていただいた上で、

最後は土地利用計画制度の運用をどうしていくかという話に落とし込むといいますか、そ

こが結論になりますので、これまでやっていることと、これからやるべきことを私どもの

段階でまず整理をさせていただきました。そして、それを少し整理すると、今のところは

この右の四つを私たちとしてはやるべきことだと考えているというところまでご説明させ

ていただきました。この議論の中でほかに加えるべきことがあれば、それはそれでまた加

えていこうというふうに考えています。 

●小林部会長 それでは、資料２の方を先に説明する必要があるのですか。 

●事務局（都市計画課長） 今は１の段階でよろしいです。 

●小林部会長 では、今ご説明していただいた流れといいますか、基本的にこういう筋書

きで頭を整理しながら、これからの土地利用計画の見直しの視点といいますか、方向性と

いいますか、それをこの部会としてまとめていきたいというご説明と資料だったのですけ

れども、その中身でもいいですが、その流れについてはどんなものかということで、確認

をしていきたいと思います。 

●吉田委員 私の記憶が定かではないのですけれども、前回のお話だと、いわゆる都市マ

スと随分おっしゃっていて、これはいつできたのでしたか。 

●事務局（都市計画課長） 平成１６年でございます。 

●吉田委員 だから、現時点でこの論点が古くなっているか、それも含めて検討が必要だ

というふうにおっしゃっていたような気がしたのですが、それはそれでいいわけですね。

今日の３ページの左側の方でも、いわゆる都市マス以外のところで出ているいろいろな方

針や計画も出されていますね。ですから、都市計画マスタープランで出された論点を現時

点で見直して、生かせるものは生かすし、足さなければいけないものは足すという理解で、
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基本的にはこの土地利用計画の見直しの基本的論点を確定することが、とりあえずの目的

なわけですね。そういう理解でよろしいのですか。 

●事務局（都市計画課長） はい。 

●小林部会長 ほかはいいですか。 

 もう一つ、マトリックスの軸として考えなければいけないのは、札幌市の平成１６年時

点での都市マスというのは、都市全体をどういうふうに考えるかという非常に構造的とい

うか、骨格的というか、そういうものなのです。今、吉田委員がおっしゃったことともつ

ながるかもしれないのですけれども、実は、本来、都市計画マスタープランというのは、

全体をどうするかということと、部分をどうするかという二つの視点で考えていく必要が

あるだろうと言われているわけです。私はそうだと思うのですが、それを札幌市は１６年

の段階で先送りしたわけです。そして、今、加えていくべきことはあるのだろうかという

ときに、大枠での議論と、少し地域に落としたときの議論をダブルで考えていかなければ

いけないのではないかと思うのです。その地域というのは、例えば、よくやるのは何々区、

何々区という区の単位でやるのですけれども、それをやるとミニマスタープランのように

なってしまうので、土地利用計画的な視点から言うと余り有効ではないと思うのです。札

幌市のこれからの土地利用を考えていくのと、札幌市のこれまでの都市の成立過程を眺め

てみると、高度成長期ぐらいまで存在した札幌の市街地と高度成長期以降急速に発展した

市街地とでは、土地利用の状態やインフラ整備の状態とか、これからの人口の増減といい

ますか、それから、生ずるであろう都市計画的な問題がかなり違うと思うのです。ですか

ら、都市計画マスタープランを見直すというよりも、加える視点として、単純に言うと、

環状線の内側ぐらいが高度成長期ぐらいまでに存在した札幌の市街地であり、その外側が、

人口が急速に増えた時点で札幌市のまちがつくられていった結果であるのです。それにつ

いてどんなふうに土地利用をこれから考えて、それぞれの地域に対して土地利用的にどん

なことを配慮しながら指針として考えていかなければいけないのかということも少し頭の

中に入れて議論していただいたり、整理していただくことが必要なのかなと思うのです。 

 いかがですか。 

●事務局（都市計画課長） やはり、都市の履歴として、つくられてきた時期、もしくは

形の中で今置かれている状況は確かに違うと思います。今回は単純に高度利用住宅地、一

般住宅地、郊外住宅地ということで幾つかあるのではないかということを示させていただ

きましたが、そういうことをもう少し、履歴と分けて新たに加える視点として考えていき

たいと思います。 

●小林部会長 結局、最後の４ページの一番右に位置づけられているような基本的論点と

いうものも、都市全体で考えなければいけない論点と、例えば都心なら都心で考えなけれ

ばいけない論点、あるいは環状線の内側で考えなければいけない論点、それから、拡大し

た、そして高齢化が進行している市街地で考えなければいけない論点というのは多分変わ

ってくると思うのです。その辺を明解に示すということが大事なのではないかと思いつつ、
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今、お話を伺っていたのです。 

●事務局（都市計画課長） そのとおりだと思います。 

 まだまだこの四つだけではなくて、この四つもまさに部会長がおっしゃったとおり、場

所によって大事な中身や論点が少しずつ変わってくると思っております。 

●小林部会長 というような交通整理といいますか、頭を動かして、皆さんのご意見をい

ただくために必要な土俵を整理しながら、気がついた点、大きなロジックのところもいい

ですし、具体的な課題でもいいのですけれども、あるいは具体的な課題というか、具体的

な視点でも結構ですけれども、いただければと思います。 

 まず、吉田委員から冒頭にありました平成１６年までの状態での都市計画マスタープラ

ンと、今は２２年ですが、それ以降にまた考えなければいけない都市計画マスタープラン

に準ずる原則というか、視点というか、加えていかなければいけない事項としてどんなも

のがあり得るのか、少しご意見をいただければと思います。 

 亘理委員、どうぞ。 

●亘理委員 私も吉田委員と小林部会長のお話に関連すると思うのですけれども、コンパ

クト・シティの問題です。今日の資料１ですと、１ページの４の都市づくりの力点あたり

にかかわってくるのですが、コンパクト・シティというのは、実は、日本の都市の場合は

実際にそういうものをつくるのが難しいと思うのです。都市の規模が大きいですし、面積

が広いですし、人口も多いですし、非常に多種多様な土地利用の仕方がされております。

しかも、一つの都市の中に幾つかの拠点があって、中心となる都心と、その周辺の都心と

の両方があるものですから、恐らく、札幌市全体として、つまり人口で言いますと真ん中

に一番集まっていて、あとは富士山型のように構成されるといった典型的なコンパクト・

シティというのは、日本の都市においてはほとんど無理だろう、とりわけ札幌市のような

大都市でも無理なのだろうと思っています。 

 そうなると、一つ考えなければならないのは、特に１ページの４のところで言いますと、

２の多中心核都市構造の充実・強化というところと日本におけるコンパクト・シティの実

現、あるいは札幌市のコンパクトシティの実現ということを関連づけて考えていく必要が

あるのではないかと思っています。端的に言えば、文字どおりの都心部と、新札幌や琴似

といった周辺の準都心部の関係をちゃんと押さえた上で、準都心部も含めた小さなコンパ

クト・シティが幾つか複合的に重なり合うような構想が札幌市には必要なのではないかと

思っています。 

 そういう発想でいくと、例えば中高層住宅も、複数の都心部の周辺の高層がありますし、

低層住宅もそういう形になりますし、場合によっては、緑の空間とか自然の空間なども、

複数の都心部から見た周辺部という形で構成することが必要になってくるのではないかと

いう気がしております。そうすると、ある意味では、この４の都市づくりの力点というも

のも、２を中心にして考えていくと、１とか、３とか、自然までも含めた４とか、いろい

ろな問題について、そこを中心にして改めて見直しが必要になってくるような気がしてい
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ます。これは、平成１６年のマスタープランを修正、変更するという意味ではなくて、む

しろ新たな視点からより充実あるいは付加していくということではないかと思っています。 

 それとの関連で多少つけ加えますと、例えば琴似のまちなみを見ますと、端的なのは、

この１０年ぐらいの間に書店が二つ消滅していまして、いわゆる文化的な施設や設備とい

った土地利用が非常に後退しているのです。これは、今は書店自体が大変革期にあります

ので、そういったものも無関係ではないと思うのですが、準都心と言えるような場所が飲

食街とコンビニだけのまちになっていくと、先ほど言ったような複数のコンパクト・シテ

ィという視点から言うとやはり問題ではないかという気がしています。文化だけではなく

て、福祉的な施設なども含めまして、改めて、複数の都心部から成るような重層的なコン

パクト・シティを考えた方がいいのではないか、そんな気がしています。 

 以上です。 

●小林部会長 ありがとうございます。 

 実は、この中心核というのは３次長総のときに出てきたのです。そのときは商業機能が

集積しているところを中心核として位置づけようというふうに指定して、多中心核の政策

をとるというふうにずっと言ってきたのですが、今、亘理委員がおっしゃったように、具

体的に都市計画上の施策として、そこをどういうふうに位置づけて、どういうまちづくり

をするのかということは、書いてあるけれども、実はやってこなかったと私は理解してい

ます。ですから、地域別のマスタープランという話をしましたけれども、例えば月寒の方

でサステイナブルなまちをどうつくっていくかというときと、琴似の方でするのと、麻生

の方でするのとは違うであろう。それぞれどんな役割を担わなければいけないかというこ

とを想定しながら、この土地利用の方針をわかりやすく示すことが大事だと思いました。 

 私は、そういうふうに地域中心核を位置づけているのです。ですから、これまで積み残

し分のものを、ここで一斉に処分はできないけれども、そこを大事な方向性の肝の一つと

して位置づけていったらどうでしょうかということだと思います。 

 ですから、例えば歩いて暮らせると言っているけれども、歩いても何もない、コンビニ

と飲み屋しかない、歩いて暮らしても全然意味がない、そういうまちになってはいけない

ので、それをどういうふうに施策あるいは方針として考えていくかということを少しはっ

きりさせていったらいかがでしょうかというふうに私は理解しました。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

●青木委員 勉強中ということでありますけれども、３ページを見ていますと、人口、交

通、環境、財政、住宅、その他たくさん書いてありまして、対応する全市的な施策・計画

の中で、例えば高齢者保健福祉計画とかいろいろと書いてありますね。これは、今度の計

画に全部関係するということで書かれていると思うのですけれども、例えば第５期札幌市

高齢者保健福祉計画という一つの計画にしても、本当に恥ずかしい話ですが、私は内容が

よくわからないのです。次の介護保険事業計画もそうですね。交通マスタープランはやっ

ていますけれどもね。これを勉強して、頭で整理をして、これをこの中に当てはめていく



 - 11 -

というのは、先生方は頭がいいからいいのですが、本当にできるのかなと思うのです。例

えば、札幌市産業振興ビジョン（策定中）とあります。私がわかるものでは、景観計画と

か交通マスタープランなどは大体頭に入っているのですけれども、こういうものはちょっ

とよくわからないので、突然、変な質問をしたりする可能性があるなと思います。皆さん

はそれをわかっていてやられるのかなということが一つです。 

 もう一つは、誘導型と言うのもおかしいのですけれども、４ページの四つ赤くなった部

分は、都市計画の見直しの基本的論点というふうに、市役所の皆さんがこの意見の中でこ

の辺に論点を持っていって変えていってはどうかということで集約されて出してきたのだ

と思うのです。私は、こういうふうに出てくるとかえって考えやすいので、そのことを基

本にして話をする方がわかりやすいと思います。 

 三つ目は、ずっと昔の古代のことというか、１００年も前の話をすると、適当に住宅が

張りついて、適当に道路ができて、適当に店ができてというやり方で来ましたね。しかし、

それではだめだということで、いろいろ変えられたり、都市計画があったり、最近では平

成１６年につくられたものが合わないということで、今、こういうことをやられると思う

のですが、４ページの四つの赤い部分に書かれたことを基本にして、誘導型も必要なのか

なと考えます。 

 これは整理されていないのですけれども、例えば、小学校に行く子どもがいる人、中学

校に行く人、高校に行く人、大学に行く人、教育一つについても、札幌市内であそこに住

みたいと言う人がいるのです。例えば南高に近いところに住みたいとかですね。これは教

育に関する問題で、では、南高のある地区以外はだめなのかということを私はよく考える

のです。それから、黙っていたら、マンションがここ四、五年の間に札幌の中心地にいっ

ぱいできましたね。これは、札幌市で誘導したわけではないのにどんどん建っていった。

そして、また四、五年たってリーマンショックが起きたらもうやめてしまった。リーマン

ショックが起きて景気が悪くなったからやめました。もう一つは、姉歯事件が出てきて、

国、道、市が慌てていろいろな申請をだらだら延ばして三年も四年もだめになってしまっ

て、そんなものは業界では待っていられないので、もうやめてしまえと。それで、塩漬け

になっている土地がいっぱいあるのです。それは、合わなかったらやらない、時間がたっ

たらできない、そして、売れると思ったら売ると。さっき言ったように、南高の方に行き

たい、どこそこの地区に行くと、どうも暴力事件が起きてその学校はだめだ、そんなこと

に引きずり回されて、都市計画も何もなくなってしまう。結局は人が住むまちですから、

人間の自然の動きに合わせて進めていくと都合のいいようになっていくし、誘導型で理想

的な案を出す、ある程度の規制ですが、先ほど言われたコンパクト・シティをやるとかね。 

 例えば、今、副都心はいくつあるのですか。厚別は副都心でしょう。麻生もそうでしょ

う。 

●事務局（都市計画課長） 今は、広域交流拠点という位置づけです。 

●青木委員 副都心というのはないのですか。 
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●事務局（都市計画課長） 副都心という名前も使っているのですが、厚別副都心と麻生

と手稲を広域交流拠点と言っております。 

●青木委員 そういうふうになってくると、副都心に対して皆さんがそこに賛同するとい

うか、人が集まってきたり、住みやすくなったりする。そのときに、もう一度言いたいの

は、先ほど文化の関係を言っていましたけれども、文化、教育、スポーツ、あらゆる分野

で皆さんが関係してくるので、物すごく難しいことだと思っているのです。だから、これ

を慌ててやってしまうと、合うものができるのかどうか、すごく心配だということです。

そのために私も一生懸命勉強して意見を出しますけれども、そういう観点で、誘導規制型

とか、自然に任せる形とか、いろいろある中で、皆さんのご意見として、誘導規制はどん

なものでしょうかということでお話しいただければと思います。 

 ちょっとまとまらない話も含めましたけれども、以上です。 

●事務局（都市計画課長） 三つほどお話しされたと思いますが、最後の方は本当に大事

な部分だと思います。ある程度目標を示しながら、もしくは具体的なプランを見ながらよ

りよいものを誘導していこうということが今回も大事な視点になると思っております。 

 また、最初の方でお話がありました他施策ですが、今日は、本当に項目だけに近い形で

はあるのですが、その中で、土地利用やまちづくりに関係するようなことで各々記載がご

ざいます。お話でしかご報告できませんけれども、高齢者保健福祉計画関係では、いろい

ろなソフトの施策のほかに、生活環境の整備というものがございまして、具体的な場所で

高齢者が住みよいまちづくりをどうしたらいいか、ユニバーサルデザインの視点をどうす

るか、バリアフリー化を、公共施設を始め多くの人が集まるところで進めていこうとか、

その部分は都市計画と全く同じでございますので、そういうところをこの計画の中身とリ

ンクさせながらやっていきたいと思っております。 

●青木委員 小林部会長、リンクさせるということは、簡単に言うと、高齢者がいっぱい

集まる場所をつくってしまうとか、今はばらばらになっていますからね。この辺はどうな

のですか。アメリカにはそういうところがありますね。 

●小林部会長 あります。二つ、三つ、議論をダブらせていかなければいけないと思うの

ですけれども、例えば、地下鉄沿線の地域に対して高密な住宅を誘導していくということ

をずっとやっていますね。それを具体的に土地利用としてどんな方針として読み直すのか。

そのときに、今、青木委員がおっしゃられたように、高齢者あるいは福祉という施策とど

ういうふうにダブらせながら、その中身をもう少しわかりやすくするのかということが議

論される必要があると思うのです。 

 というのは、それを土地利用計画にどう書くかということに配慮が必要だと思うのです

けれども、今までならば、１階から２０階までの２０階建てのマンションがこの地下鉄沿

線に仮にできた、あるいは、先ほどの亘理委員の話ではないですけれども、地域中心核の

そばにできたというふうに考えた場合に、事業者としては何でもできるのです。つまり、

１階から２０階まで全部住戸にもできるのです。しかし、そこは施策として高齢者に配慮
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してそこに新しい事業モデルを持ち込んで成立するような、例えば１階から３階までは医

療とか福祉とか文化的なより公共性の高いものを持ち込んでいくと。そういうような誘導

をして、ここで市が言っている高齢者保健福祉計画とか介護保険事業計画、あるいは住宅

基本計画と絡ませながら実現していくようなものに読み直すと。そのときに、吉田委員の

話ではないですけれども、低炭素ということをどういうふうにその事業に入れ込んでくる

のか。それは、車の利用の仕方もあるかもしれないし、建設の仕方かもしれないですし、

エネルギー供給の方法かもしれません。そんなことを少しクロスさせながら考えていって、

ここで言う土地利用計画の見直しの原則に近い形でそれを示すということではないかと思

うのです。 

 ですから、例えば低炭素型のことを志向するときの強さといいますか、方向性は都心と

既成市街地と郊外で違うのか、同じなのか、そのような議論も必要になってくるでしょう

し、エネルギー供給、エネルギーインフラというものを考えたときに、それを電力会社と

ガス会社をダブらせながら考えていったときに、郊外は太陽光エネルギーと、個別の施策

かもしれませんけれども、例えば、青木委員がやっている規制市街地の何とかというエリ

アは、エコキュートではないし、そういうものと絡ませてやっていくような施策をとらな

ければ事業として成立しないような枠組みとして考える。そんなことも含めながら、少し

きめ細かく議論して、それをどういうふうに施策になじむ言葉に置きかえるかということ

をやる必要があると思うのです。 

 そんなふうに思いながら、今、青木委員のご質問、ご提案をお聞きしていました。 

●青木委員 提案というより、どうするのかなと思ったのです。 

 もう一つ、これからどんどん伸びる市町村の中で、札幌と違って、コンパクト・シティ

というのは小さくするという意味もあるのかもしれませんけれども、意外と今のものを整

理整頓してまとめていく時期に入ってきていますね。今までだと、野放しにしておくとど

んどん増えていって、市街化区域だ、市街化調整区域だと規制しなかったらとんでもない

ことになるし、とんでもないところにインフラをやれとか、学校もつくらなくてはならな

いと。それはもう終わってしまって、今の状況からもっと小さくというよりも、まとめて

どこにどうするこうするということから見ると、皆さんで知恵を出すと意外とやりやすい

のかなということもわかっています。 

 ただ、わかっているのですけれども、介護とか高齢福祉とか、ややこしい計画があって、

よくわかっていないので、その地区ごとにそういうことを考えていくのか、札幌市として

一つの規制、誘導をして、今、小林部会長が言ったように、その部分でもいいからそうい

う規制をしていこうということにしていくのか、あるいは、アメリカのように高齢者を集

めた２万人ぐらいの都市があるのですけれども、そういうふうにするのか、そういうこと

をしていきたい人もいるのです。今は田舎にして、年をとって交通もどうにもならない。

だから、そういうものを市が規制して、そういうところができる、そこで生活ができる、

そこには郵便局もあれば何でもあると。私はもう７５歳ですからそういうところがあった
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ら入りたいと思っているのですけれども、そういう理想的なものはないのかなと思います。

そこまではここには書いていませんけれども、そういう考え方もあると思います。 

 もう一つは、最近、大型店舗が引き揚げるのです。郊外ももう赤字でしょう。そして、

今度は反対に都心に出てこようとしているのです。その辺は、経済と日本の先行きをよく

見て、人が住みやすいところに寄っていこうとしますから、そういうものを無制限にする

ととんでもないことになるので、商業関係、経済も５年、１０年先をよく読んでこの計画

を立てていかないと、すぐにだめになってしまうような気がします。その流れがすごく速

いのです。ですから、この辺もちょっと心配で、もっと勉強する必要があるのではないか

と思います。 

●吉田委員 今の青木委員のお話に関連しますが、私も同感で、やはりビジョンとか計画

を立てるときに、現状分析がまだ必要ではないかと思うのです。特に、今おっしゃったよ

うに、北海道全体では５００万人ですけれども、人口減少の中で札幌市に集まってきてい

ます。よく言われるように、リタイヤした人とか、旭川から札幌に来るとか、場合によっ

ては東京の方に行くとか、そういう人口流動が今はどうなっているのかをもうちょっと正

確につかまえられないのか。それから、先ほどおっしゃった地下鉄周辺部へのマンション

の立地が前からあるわけですけれども、今おっしゃったように、リーマンショック前後の

規制とかいろいろあって、実際にどうなっているのかが私もよくわからないのです。一つ

は、今言いました人口流動、それから、特に札幌市内での人の動き、それから、高齢者が

どこに住んでいるかということについてのデータですね。それから、商店街について、今

言ったように中心部への回帰の動きがあるというのもそうだと思います。それがどういう

動きになっていて、アメリカでもそうですし、ヨーロッパでもそうですが、都心の公共交

通網を無料化したりして中心部を活性化するという政策を一方でとっています。もう一つ

は、高齢者の集合住宅を中心部につくって、医療機関もそれとセットにして、かつ暖房も

集中的にやって、いわゆる低炭素で、ある程度は高福祉だと。ただ、これはコストもかか

るし、所得の問題もあるので、その辺の需要とか動向がどうなっているかというあたりを

議論して、今後検討するときには、もうちょっと、現状分析のデータが足りないというか、

もう少し……。 

●青木委員 現状と、さらに未来も……。 

●吉田委員 そうです。近未来ですね。 

●青木委員 それと、教育の問題も……。 

●吉田委員 教育の問題も非常に大事ですね。 

●青木委員 南高に行きたいとか、そこへ行きたいとか、集中するのです。では、新川の

高校はだめなのか、北高はだめなのかということですよ。 

●吉田委員 だから、孟母三遷ではないけれども、そういうことも含めた現状分析がもう

ちょっと必要ではないかと思うのです。その上で、前もご紹介したように、ポートランド

であれば、２０分で通えるまちづくりとか、森の回廊とか、外縁開発を規制するとか、中
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心部を活性化するためにそこは公共交通をただにするとか、ここの場合は積雪寒冷地で、

かつ大都市である、そういうふうなファクターをどう組み込むかということです。その辺

の視点と同時に、現状がどうなっていて、どう動いているのかというデータがまだ少し足

りないのではないかと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

●事務局（都市計画課長） それを次の資料でご説明しようと思っております。 

●愛甲委員 今のお話を伺って思ったのは、現状もそうなのですけれども、もう一つ思っ

たのは、先ほど青木委員がおっしゃっていたこととも関係があるのですが、こういう土地

利用計画自体がどういう影響を及ぼすかということで、これは過去に見直しているわけで

すね。何回かやってきていて、今回また見直すということですからね。そのときの状況は

確かに今と違うと思うのですけれども、それをやることによってどうなったかということ

をきちんと分析しておくことは大事だと思います。先に今回はこれを見直すといったとき

に、こういうことを見直して、果たして本当に効果があるのかどうかを見極める意味にお

いても、少し過去を振り返っておくことも重要なのかなという気がしました。 

●事務局（都市計画課長） ありがとうございます。 

 その点もすごく重要だと思っておりますが、今は内容がそこまで整理されていない部分

もあろうかと思いますので、資料２の方で、先ほどの最後の方の論点で、現状はどうなっ

ていて、こういう論点があるのかということを少しご説明いたします。 

 資料２をお開きいただきいと思います。 

 まず、歩いて行ける身近なところに、日常生活を支える機能を充実させるべきではない

かということで、前回お示ししたもののほかに、例えば大規模店舗に関しまして、ちょっ

と小さいですけれども、平成１２年以降、平成２１年までの５，０００㎡以下とそれを超

える規模のものの推移がございます。大規模店舗の数は多くございますが、どちらかとい

うと５，０００㎡以下のものが多くなってきているところです。 

 あと、右下の棒グラフでございますが、ロードサイド型商業集積地区というのは、幹線

道路沿道の近隣商業地域等でございますけれども、１，０００㎡以上の店舗が平成１４年

と１９年でこれだけ増えています。要は、幹線道路沿道に大きなものが増えているという

ことです。住宅地区を見ていただけるとわかるのですが、こちらは住宅系の用途地域でご

ざいますが、そういうところでは大きなものも小さなものも減少しているという状況がご

ざいます。 

 こういうところで、身近なところの店舗をどう考えていくか、住宅地の中で減少してい

るものをどう考えていくか。また、左下は、前回もお示ししていますが、環状通の外側の

自動車交通に依存した買い物行動が平成６年から１８年で倍以上に増えているという状況

がございます。 

 また、その右側でも、１万㎡以上を超えるところで店舗をどういうふうに考えていくか

ということで、今建つところをそこにお示ししておりますが、こういうところをどういう

ふうに考えていったらいいのか。先ほど愛甲委員もおっしゃったような意味では、前に指
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定を制限したところはどうなっているかというところも今後また検討し、お示ししたいと

思っていますが、そういう論点がございます。 

 一方、誘導的な緩和ということもあるのではないかということで、真ん中にイメージ図

をお示ししておりますが、いろいろな施設がばらばらにあったものが、昨今、いろいろ複

合的な店舗が増えております。それらを複合的にした場合、どういうように用途地域の制

限を緩和していくべきかということもございます。 

 右下に、先ほど小林部会長もお話ししましたように、交通利便の高いエリアで、もうち

ょっと生活利便の機能を誘導するようなものを低層部に位置した場合に何かインセンティ

ブにできる方法はないかということを書いております。 

 次のページには、都心部の昨今の地価の動向を改めて示しておりますけれども、地価動

向がこれだけ下がっている一方、２ページの上にも示しておりますが、地価が下がった分、

マンション等は増えているという状況が都心部周辺では増えております。 

 こういうことで、この間もお示ししましたが、マンションが増えた場合に、にぎわいが

分断するような形を右側の模式図で示しておりますが、このようなことが起きる場合はど

うしていったらいいか、当然、関係権利者、商店街等の合意形成が大事ですし、こういう

ところとどういうふうにお話をしていくかということがございます。 

 また、昨今の住宅の建物の動向ということを３ページ目にお示ししております。 

 基本的な図は、この間もお示ししておりますが、３ページ目の図の下のところ、ちょっ

と小さくて恐縮でございますけれども、平成２０年現在、一般住宅地、高度利用住宅地で

高さ別の棟数と使用容積率を示しております。一般住宅地は黄色い部分でございますが、

高度利用住宅地の外側では、９万棟のうち８万８，０００棟、９７％が１５ｍ以下の建物

であります。その場合、一般住宅地の平均使用容積率は、計と書いてあるところですが、

７３％ということで、２００％程度の容積率が指定されているのですが、実際に使ってい

るのはトータルで７３％ぐらいしかないということでございます。 

 また、高度利用住宅地であっても、その下の表でございますが、８万７，０００棟のう

ち７万９，０００棟が１５ｍ以下ということで、やはり９０％ぐらいです。高度利用住宅

地は２００％から３００％以上の容積率を定めているわけでございますが、そこも使用容

積率は平均すると１３６％という状況がございます。 

 このようなことから、現況と乖離している例えば一般住宅地の指定容積率、高さの制限

をどういうふうに考えていったらいいのかということで、右側にその模式図を示しており

ますが、現行の基準から新しい基準でそれらの高さ、高度地区、容積率の制限を考えてい

く必要があるのではないか、ただ、既存不適格にある建築物もどうなのかというところが

ございます。 

 高度利用住宅地につきましても、いいものに関しては、当然、いろいろな緩和をしてい

くわけですが、ある程度、地域合意により一旦下げた形で新たに緩和するというやり方も

あるのではないかというものを下のまちなみ形成に支障のない計画の緩和とあわせて示し
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ております。 

 以下、最後まで説明させていただきますが、山並みや景観への配慮ということで、これ

も前回お示ししておりますが、今の容積率、高さ制限では、住宅地で左上のモンタージュ

写真のとおり、高いものも建ってしまう、こういうことをどうしていくか、山並み背景と

してはどうしていくかということで、同じように右側に模式図を示しておりますが、これ

らの配慮をしながら新しい基準をつくり、もしくはそれを緩和していくということも検討

していく必要があるのではないかということで、前回の資料に最近のデータなどを付加し

たもの、あとは模式図も含めて資料２としてご説明いたしました。 

●小林部会長 この資料はどういうふうに読めばいいのか、今、お話を伺いながらいろい

ろ考えていたのですけれども、この具体的方向性というふうに書いてあるところが、今、

資料１の方で言う土地利用見直しの論点あるいは方向性ということに準ずる内容であると

いうふうに理解すればいいのですか。 

●事務局（都市計画課長） はい。 

●吉田委員 ちょっとよろしいですか。 

 今のご説明でも部分的には出ているのですけれども、例えば、もう少しトータルに行わ

れた調査がないのでしょうか。例えば、地下鉄駅の近くのマンションがすごく利便性があ

るとされていて、かなり多いと言うけれども、本当に札幌の中にあるマンションのどの程

度がそういう立地をしているのか、また、医療機関もいろいろあって、近くにある医療機

関もあるけれども、札幌はかなり病院が多いわけです。それがどういう使われ方をしてい

て、高齢者はどういうところを使っているかなどですね。やはり、人が住むわけですから、

人が普段どういうふうに生活していて、どの範囲でどういうふうに動いているかというこ

とについての調査、現状分析がすごく大事だと思うのです。それがまだちょっと足りない

というか、よくわからないところがあると思いますけれども、いかがですか。 

●事務局（都市計画課長） 建物動向に関しましては、いろいろなデータもございますの

で、地下鉄駅近くのマンション、その他のところで郊外住宅地でもマンションができてい

ますが、昨今の動向も含めて今後お示ししたいと思っています。 

●吉田委員 ポートランドで見ておもしろいと思ったのは、今言った、一戸建てがどうい

うふうに散らばって、年齢別とか、熱利用の形態とか、かなり調べて分析をやっているの

です。それに対応して気候変動対策というようなことでやっています。気候変動対策です

から、分野別にどこからどういうふうに出ているか、ＣＯ₂や温室効果ガスが主に焦点です

けれども、周辺の森林がどういうふうに機能しているかとか、あそこは外縁規制をやって

いたけれども、どういう効果があったのか、それは、それなりに評価をした上でプランを

立てているわけです。ですから、先ほど愛甲委員がおっしゃったように、これまでの規制

の効果がどうだったのかもやる必要があると思うのです。その辺をもう少し議論する上で

そろえていただければいいなというデータがまだあるのではないかなと思うのですけれど

も、どうですか。 
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●事務局（都市計画課長）前回策定のときも、どういう状況下でこの施策を打つかという

のを運用方針として策定しました。そのときの現状分析と今は変わっていますから、どう

なったかということは、当然、今回の運用方針でも評価しなければいけないものですから、

それについても今後整理したいと思っています。 

●吉田委員 例えば、地下鉄の利用率が減っている。高いから乗らない、乗らないから減

るという悪循環ですけれども、地下鉄の利用の仕方だって、もっと利用を増やせば自動車

利用が減ってＣＯ₂が減るし、ある程度、補助の問題なども出てきますのでそれは交通政策

の問題になるのですが、今の地下鉄の線路が人口増加地帯に合っていないつくり方をした

わけです。だから、ほかのところの問題にもなるのですけれども、どういう利用のされ方

をしているかとか、そういうものもこのまちづくりで、かつ、中心部を活性化するなり、

その周辺とどうつなぐかという意味では大事なわけです。他部局の話になるのですけれど

も、まちづくりにとっては非常に大事なわけです。だから、その辺のデータも僕は必要だ

と思うのです。冬に人がどういうふうに動いているのかですね。 

●青木委員 今のデータも必要ですけれども、僕がもう一つ提案したいのは、例えば真駒

内でも、オリンピックの前から一つの大きなすばらしい団地ができましたね。今の真駒内

団地はどういう状況になっているかといったら、通勤者は全然いないです。だから、電車

にも乗らないのです。同時に、あの地区がどういうふうになっていくのかという予測を札

幌市なり我々でしてみてほしいのです。あのまま家が建って、住む人が年をとっていなく

なって……。 

●吉田委員 そのまま高齢化してしまったわけでしょう。 

●青木委員 そうです。その後はどうなっていくかということです。 

 反対に、今はあいの里などの土地を若い人たちがどんどん買っていますね。ここには地

下鉄は通っていません。ＪＲだけです。学園都市線しかないですね。そこには若い人がい

っぱい住んでいます。いずれはあそこも真駒内みたいになる可能性はありますけれども、

３０年、５０年ぐらいは大丈夫だろうと思います。 

 ですから、真駒内を一つの例として、札幌市はどうなっていくと予測をしているかです。

役所としてどういう予測をしているのかを私は聞きたいのです。 

●吉田委員 昔つくった団地が江別市大麻にもありますけれども、全く同じなわけです。

そのまま高齢化して出ていってしまって、札幌のマンションに移っている人が非常に多い

わけです。同じような問題が起きているわけです。 

●青木委員 そうです。その減少が予測できるのか、あるいはしていかないとだめではな

いかと私は思っているのです。ですから、今あるものの再活用みたいな考え方、誘導型と

かですね。それから、若い団地はどうなっていくか、そういうことが交通のビジョンとか

いろいろなものに関連してくるので、そこら辺まで勉強しているのかどうか、勉強しない

でつくってしまっていいのかということです。 

●小林部会長 それは、先ほど青木委員がおっしゃられたこととつながっているのです。
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例えば、３ページで行政が持っているいろいろな施策や計画がありますね。そのときに、

住宅基本計画あるいは住宅のマスタープランを札幌市は持っているわけです。そのときに、

将来、どういうふうに住宅のストックをもって、どこの部分がどういうふうになるだろう

かということはデータベースとして使いながらビジョンをつくっているわけです。 

 ですから、先ほど、文字としてはそういうことが書いてあるけれども、具体的にどんな

バックデータで、どんな内容でこれが考えられているのかがよくわからないとおっしゃら

れたと思いますが、そこともつながると思うのです。札幌市も勝手に計画をつくっている

わけではないですから、そこら辺のバックデータも少しお話ししていただきながら説明し

ていただくと、今、いろいろな議論をしていくときに、議論しやすいということだと思い

ます。 

 もう一つ、今、病院とか医療機関の話がありましたね。今、そういうことをやっている

事業者がいるのですけれども、メディカルコンプレックスというものを地下鉄沿線にたく

さんつくっていますでしょう。あれは、医者に金を貸したりしながらそういうものをつく

っていくプロデューサー的な役割を持っている人たちがいるのです。彼らは今、どういう

ふうに札幌を見ながら、あるいは札幌のインフラを見ながら、あるいは高齢者の分布も当

然持っているわけですけれども、それも見ながらメディカルコンプレックスなるビジネス

モデルを考えようとしているのかというのは、行政が持っているものよりも、かなり生の、

意味のあるデータを持っていると思うのです。そういうところから少し話を伺うこともし

ながら、それに政策的な判断を上乗せしていくことも必要なのかなと思います。 

 それから、先ほど、ポートランドのエネルギーの話がありましたけれども、これは札幌

市も明確に示していないのですけれども、都心の中でエネルギー供給、通産省がかつて言

っていたマイクログリッドをきちんと位置づけてやっていきましょうというふうにありま

すね。環境部局でやっているのでしょうか。この間も話したような気がするのですけれど

も、新しくできた一つのビルにコジェネレーションの機能を持っているボイラーを入れて、

周辺に全部エネルギー供給をして、ほかのところはそこからもらってするとか、いろいろ

なメカニズムがありますけれども、それは都心の中でそういう方向でやろうと言っている

のですが、そのときに、例えば、これは政策的にできるのかどうかわかりませんけれども、

先ほどの地下鉄沿線の高度利用住宅地に、そういうマイクログリッド的な判断を環境部局

として考えられるかどうか、つまり、例えば青木委員が大きなマンションプロジェクトを

どこかの沿線にやった、そうすると、そのコジェネのものを抱かせて、そこは計画を立て

てくれないかと、そうすると、その周辺の高さの低いところ、あるいは比較的小さいディ

ベロッパーがやるときには、付加がかからないのでそこから熱をもらえる、そういう誘導

ですね。歩いて暮らせるという範囲とエネルギー供給のシステムがうまく合うと。 

 例えば、あれは東札幌でしたか、例えばスーパーに抱かせて、スーパーのエネルギー供

給とそれを合わせて採算ベースに合わせるとか、医療と合わせるとか、それは違いますね。

別のまちでやったのですね。 
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●青木委員 やはり、国や市が補助金を出すとか、そういうふうにやると受けやすいので

す。そして、それはＣＯ₂を２５％削減することに関連して札幌市も協力するということを

やると、どうせ建てるのだから、事業者はそういうことを考えると思います。ただ、何で

も負担させると、できなくなってしまうのです。 

●小林部会長 先ほど、誘導規制の話がありましたけれども、今までは単に容積だけがボ

ーナスだったけれども、それではボーナスの意味が全くないから、それを支援していける

ようなシステムをとりながら、集中的にどこに投資をしてもらうかということを考えなが

ら、この土地利用の方向性みたいなことを議論していくことが必要なのではないかという

ふうに思いながら伺っていました。今言ったマイクログリッドなエネルギーをどこで負担

してもらうといいのかというのは、一昨年に開発局の調査でやったのです。 

●吉田委員 それは、私も今年ドイツで調べてきたのですけれども、まず大きな問題は、

言うまでもなく、電気会社とガス会社のけんかはやめて協力してもらわなければいけない

ということです。ベルリンでは、ガス会社がそれぞれ独立しながら、ベルリンのある地域

についてはプロジェクトをつくって、エージェンシーをつくって市がやって、要するに、

ベースを熱にしなければいけなくて、追加分は、ほかからインプットするわけですけれど

も、ブロックＣＨＰと言って、コジェネなのですけれども、それが非常に発達して、ホン

ダのエンジンが向こうで活躍しているとか、いろいろなタイプのものがあるのです。技術

的には可能だし、あとは制度上の問題です。まさに、そういうものをつくるときにセット

していくということが大事だし、日本もそういうことを考えないと、本当にＣＯ₂２５％削

減はできないということであります。この前、ガス会社に聞きましたけれども、ガス会社

側はかなりいろいろと考えていますけれども、電気は、先ほど言ったようにエコキュート

と夜間電力利用に非常にこだわっているので、いろいろ課題があると思います。 

 ですから、先ほど出ているようなテーマについて、もう少し現状分析のデータをいただ

けると、議論も一層進むのではないかと思います。 

●亘理委員 低炭素型社会における都市計画とか、誘導のいろいろな施策をやっていくた

めに客観的なデータをそろえるということは必要ですから、それはぜひ一方でやらなけれ

ばならないと思いますし、今回私もそういったものを可能な限りやっていく必要があると

思います。ただ、同時に重点化みたいな姿勢も必要だと思うわけで、これは先ほど一番最

初に議論になった地域別と言いますか、ゾーン別、エリア別の詳細計画を立ててやってい

くということを今回は第一歩でも踏み出すことが非常に重要だと思うのです。ですから、

必ずしもデータが十分そろっていない段階でもやらなければならないようなエリアとかゾ

ーン、あるいは課題があると思うのです。先ほど青木委員がおっしゃったように真駒内の

方などは、ある意味では当然取り上げなければならないということになりますし、札幌市

都心部の狸小路の活性化もそうだと思います。ですから、同じような条件にあるところを

すべて均等に平均してやらなければならないという発想は捨てた方がいいような気がしま

す。とにかくできるところで、可能なところで、しかも、そこをやれば、それがいわば一
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種のモデルケースになって、ほかを先導できるようなところを重点的、戦略的に選んでや

っていくということを今回はひとつ姿勢としては示した方がいいのではないかと思います。 

●青木委員 あまり広げ過ぎて、ばらばらになってまとまらなくなっても……。 

 それだけ重要なことなのです。まとめるのが難しいのです。だから、今、委員が言うよ

うに、１点だけやってみるということも議論してみることも大事かもしれません。 

●亘理委員 ついでに言いますと、そういうゾーン、エリアについては、物すごく詳細な

資料をそろえて徹底した議論をすることも必要ではないかと思います。 

●小林部会長 行政的な指針にしなければいけないので、ある部分だけ細かくというわけ

にはいかないのですが、表に出すときには、比較的どこにでも、例えば都心ならどこでも

使える、あるいは新しく拡大した真駒内的な郊外住宅地はどこでも適用できるというよう

な指針にしておくけれども、実は、真駒内は具体的にこういう方向で進めていく、誘導し

ていくことが望ましいという詳細なものが表に出ないけれども、きちんとあるという中身

にしておくことも大事ではないかと思います。それが、亘理委員のおっしゃった、ほかの

ところに普及していけるようなモデル性ということになるのかもしれません。 

 この話は、結構おもしろいけれども、時間がかかるのです。ですから、一番最初に事務

局が審議会で説明したスケジュールで行けるかどうか、どこかの段階で少し相談しなけれ

ばいけない事項になるかもしれないですね。 

 もう一つ、この間も事務局の人にお話ししたのですけれども、私としては、具体的にど

ういう内容になるかわかりませんが、この資料１で言うような基本的な論点が、これから

の札幌市の都市計画的な判断をしていくときに、こういう視点で考えるということをこの

部会では明確にして、事務サイド、行政ベースにはそれを定規にしながら具体的な事業計

画を指導内容も含めながら進めてほしいと、そして、今度は市の審議会に対しては、これ

からの指針が都市計画的な判断のある意味での定規になるので、審議会のメンバーの方も

ご自分の見識に加えて、札幌市はこういうような都市計画、まちづくり、土地利用の指針

があるので、それをもとにしながら種々の審議会での議論、判断をしていただきたい、そ

ういう二つの性格のものにできればベストだと考えているのです。 

 そういう意味では、佐藤会長とも一回お話ししなければいけない事項かと思います。 

 あとは、私は、庁内的にどんなふうに進めていけばいいのかわからないのですけれども、

例えば、これは都市計画の部局で都市計画あるいは土地利用の方針について議論をして方

針を固めていきますね。しかし、経済部局、あるいは市民部局でこういうふうなことを期

待したい、考えてほしいということがあるのではないかと思うのです。それを都市計画あ

るいは土地利用の視点に加えていくという議論も１回すべきではないかと思います。それ

ぞれの部長、局長というのは、例えばほかのこういう企画的なことに携わった方もいらっ

しゃるわけなので、今、ご自分が所掌しているところからまちづくり、都市計画の指針に

はこんなものを加えていくべきではないかというご意見をいただけそうな気がするので、

それもぜひやりませんか。 
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●事務局（都市計画課長） ちょっと整理させてください。 

 今日も、本当に表題だけですけれども、かなり関係の深い計画だったり、施策の部門も

都市計画と関連しているところが多いと思います。今回は住宅とか交通という点が非常に

多かったと思うのですけれども、内部でちょっと検討したいと思います。 

 ただ一方、それらの計画は、また違う方々とつくっていたり、市民の方々にお示ししな

がらやっている段階もありますので、そういう状況も踏まえつつ、この審議会と市の中の

いろいろな施策とで話し合える場面をどういうふうに考えるか、ちょっと調整させてくだ

さい。 

●小林部会長 施策というよりも、今所掌しているお立場で都市計画の指針として……。 

●事務局（都市計画課長） 期待することですね。 

●小林部会長 そうです。 

●事務局（都市計画課長） わかりました。ちょっと調整させてください。 

●小林部会長 愛甲委員は何かありますか。 

●愛甲委員 今言われていたこととも関係あるかもしれないのですが、論点１の整理を見

ていて、これは都市計画の中で考えるからどうしてもこういうことになってしまうのかも

しれないのですけれども、どうしても商業施設の規制とか誘導に偏りがちになっています。

審議会とか前回の部会でも出ましたように、教育とか、先ほど出た文化の本屋の話とか、

そういうこともありますので、そういう観点でも整理をしておかないと、歩いて行ける身

近なところに日常生活を支える機能と言っているのが、ここで言っている日常生活はほと

んど買い物に限定されてしまっている状態になっているので、それ以外にできることはな

いのか、もちろんレクリエーションなどは緑地が関係するわけですからできるはずなので、

そういうことも入れて整理をすべきではないかと思います。 

 それから先ほど、核をつくって拠点ごとのという話がありました。前回、たしか、コミ

ュニティのサステイナビリティみたいな言葉が出てきたので、拠点になるのか、そのエリ

アになるのかわからないのですけれども、そういう整理は私も必要だと思いますし、それ

こそ今回の土地利用計画の見直しの一つの論点にもなるのではないかと思います。これは

感想みたいなものですけれども、将来的にはそういうものも含めて、一個一個出ている論

点がありますが、これを全市的に全部ばらまくのではなくて、そういう視点を持って拠点

的にやっていくということを一つの考え方として上げておいてもいいのではないかと思い

ました。 

●小林部会長 もう一つ、これは都市計画なので、その辺は一回整理しておけばいいと思

うのですけれども、歩いて暮らせると言ったときに、都市計画だから単位という概念を少

し頭の中の下敷きにしておいた方がいいと思うのです。通常、歩いて暮らせるというと、

３００ｍとか５００ｍという話になりますね。それで、例えば、今は吉祥寺が４００ｍ圏

で成立していて、あれが一つのモデルだと最近はいろいろな人たちが言い始めていて、ヨ

ーロッパの人々も吉祥寺を評価したりしているのです。 
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 では、札幌市を歩いて暮らせるまちというふうに考えたときに、半径４００ｍとか５０

０ｍぐらいのユニットを全部ベースにしていろいろなことを考えるのか、そうすると、す

べての圏域に本屋もあるし、劇場もあるし、何でもあるというふうになってしまうとまず

いわけで、例えば１０個集まったらそこそこの生活ができるまちだというふうにモデル的

に考えると。そして、どこの部分を中核として、それが地下鉄の沿線にあって、そのほか

にセルみたいなものがぶら下がっていて、歩いて暮らせるというふうに考えるか、これは

正解かどうかはわかりませんけれども、モデルとしてどんなことを考えながら、歩いて暮

らせるということを都市計画的に意味深いものにしていくかということを考えておく必要

があると思います。そうしないと、歩いて暮らせるということが都市計画の方針です、と

いうふうに皆さんにすんなり理解されないのではないかという気がします。そういうこと

も一回は整理しておく必要があるのではないかと思います。仮説的にですね。 

●吉田委員 歩いて暮らせるというと、ポートランドの場合は２０分以内で、２０分とい

うと、人によるけれども、１kmぐらいですから、かなり広い範囲です。ですから、それは

ここに合わせて考えればいいと思いますし、積雪寒冷地をどう考えるかとか、ここ自体の

問題でいろいろ検討したらいいと思います。 

●小林部会長 何か、こうだと言うと、そうではない考え方があるのではないかと必ず言

われるわけです。ですから、理論武装をして、そういうような仮説で組み立てていきます

ということを説明できるようにしておかなければいけないと思うのです。それをどうする

のかということですね。それが、生活の利便性とか、先ほどから出ているエネルギーの話

とか、緑の話とか、教育と絡ませながら、なるほど、ここだったら行けそうだなと皆さん

にそこそこ納得いただけるようなロジックに乗れれば、一番最初から出ている、歩いて暮

らせるというまちの筋が見えてくると思うのですが、そこが今はないのです。 

 ほかに何か気がつかれたことはありませんか。 

●亘理委員 資料２の３ページと４ページで、一旦、適正な規模にダウンゾーニングをし

た上で、まちなみ形成に支障のない建築については緩和をするということですが、法律家

からすると、ここが一番難しい問題ということで工夫のしどころになってくるわけです。

これは、ダウンゾーニングと例外的な規制、基準緩和を同時にワンセットで計画を立てる

ということだと思うのですけれども、その場合、手続き面でかなり充実した手続きを整備

する必要があるだろうと思います。単に法定の手続きだけではなくて、実際に地元住民の

参加手続きなどですね。もちろん、それで制限されることになる建物、あるいは既存不適

格になる建築物の所有者の意見をどう反映するかとか、その辺の手続き面が必要になると

思います。 

 あと、私は、基本的にはこういうやり方が一番現実的かなと思います。日本の場合は、

もう既存不適格になるべくしてなるものがありますので、やむを得ないかなと思っている

のです。ただ、それがちょっと難しいのは、とても支障がないとは言えない建築物が残っ

てくる可能性があるわけで、そうした場合に、結局は同じような建物を認めざるを得なく
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なるのかどうかです。これが一番難しいところで、ひょっとしたら、その辺は損失補償な

ども絡めながら、数十年あるいは百年ぐらいかけて、ダウンさせた基準に従ってもらう方

向に持っていくということにならざるを得ないのかなという気がするのです。 

 いずれにしても、難しい問題なので、この辺はいろいろ言われてもある程度説明できる

ようにしておいた方がいいのではないかと思います。 

●小林部会長 これは結構難しいですね。 

 日本の場合、こういうふうに容積の充足率をチェックすると、４割とか５割なのです。

ひどいところでは３割というところもあるので、こういうふうに現実の容積と指定容積が

９割ぐらいでいけるよというところを目指すのは非常に難しいと思うのです。非常に難し

いというのは、今の話もありますし、土地の価格評価が容積とリンクしているでしょう。

だから、その業界の人たちと議論しようとするときに、自分自身の不動産価値が下がって

しまうわけです。そこがなかなか厄介な問題として残ると思います。ですから、あわせて

こういうふうにダウンゾーニングをするけれども、こういう手続きとこういう手続きをす

ると、そんなに難しくなく、きちんと自分たちの価値が認められるということをはっきり

しないとだめだと思います。 

●亘理委員 恐らく、建て替える際にどうなのかということが一番問題ですね。 

●事務局（都市計画部長） 少し各論的に申し上げると、例えば地下鉄の駅のすぐ近くと

か、幹線道路の沿道などで、近年のマンションの立地動向からして、平成１８年に高さ制

限を入れましたけれども、ある種、ちょうどよい容積を使ってぎりぎりの高さで建ててい

るものがかなり出てきています。何もそういうところを下げるということは、我々も全く

考えていなくて、３ページの左の図にありますように、青い建物がいっぱい並んでいて、

この黄色い囲みのところは、ほとんど戸建ですけれども、いろいろな指定の経緯から言っ

て、２７ｍ、容積２００％です。ですから、現状の市街地の状況と土地利用規制があまり

にも乖離している状況があるので、そこに、ある日突然、ペンシルマンションが建つこと

が可能な余地を残しているものですから、今の時代の趨勢から言ったら、そこは少し考え

ていいのではないかと思います。どこを対象に考えるかはこれからの作業ですけれども、

そこは考えていきたいと思います。 

●亘理委員 私も、現実の土地利用の実態になるべく合わせていくというのは大賛成です。

しかし、その際に１軒か２軒でも既にそれをオーバーするようなものが建っているのであ

れば、それについては、他方で改築の際に同規模のものは一切認めないというのも、これ

もまた難しいです。そうなると、ある程度、まちなみ形成に好ましい建物については緩和

をして認めます。ただ、そのためには、それだけいい条件の建物をちゃんと計画してくだ

さいという話になるのです。恐らく、１０人中７人ぐらいはそれでうまくいくのだろうと

思うのですけれども、中には、頑として同じような建物を建てるという人が出てくるので、

そこは一番難しい問題だと思いますね。 

●愛甲委員 今の緩和措置の話でふと思ったのですけれども、新しい基準をつくって下げ
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て緩和した後に、逆に、その辺の上限もないと、緩和した結果、現行の基準よりもさらに

高いものが建ってしまうのはおかしな話だと思うので、新しい基準をつくって、下げて、

緩和する際にも上限はあるという仕組みにしておかなければいけないと思いました。 

 それから、資料の１ページの一番下にある、それこそいろいろな機能を持たせることに

よって、インセンティブで誘導を図るなんて話と組み合わせればいいのかなと、今、聞い

ていて思いました。 

●小林部会長 それは、結構細かい話になって申し訳ないのですけれども、札幌というの

は、日本の特に政令市の中で比べると、地区計画をかなりきちんと使っているわけです。

しかし、ほとんどが郊外なのですね。まち中では地区計画が少ないのです。ですから、ド

イツ的なＢプランをモデル的に環状線の内側はやるのだと。一応、こういうことをやるけ

れども、Ｂプランというのは、ここは非常に重要だからということで、コンペで新しい地

区計画に置き直すことができるのです。ですから、一番最初に亘理委員がおっしゃった、

ここは安定しているところだから保存すべきエリアである、そういうところで地元のコン

センサスを得ながらこういうことをやりつつ、ただし、自分自身が、あるいは民間が何ら

かの投資をしようと思ったときに、ある手続き、それもパブリック・コンセンサスが得や

すいもの、それがコンペであるかどうかわかりませんが、そういうもので、それはクリア

できるのだというドイツ的なＢプラン、地区計画の方向性を札幌市が目指す、それが一つ

の切り替えのところだと思います。そういうことをやりながら、そういうことを意識しな

がら議論することが大事だと思います。 

 ほかにありませんか。 

（「なし」と発言する者あり） 

●小林部会長 今、いろいろなお話が出てきて、大事なポイントをそれぞれご提示いただ

いて、見えてきていると思います。それがうまく議論できるような資料やデータを用意し

ていただきながら、アウトカムが少し膨らんでいくような資料をつくっていただくといい

のではないかと思います。ですから、あまり事務的な資料としてこうこうこういうものに

しましたというものではなくて、議論を膨らませていくようなものを今日の皆さんのご意

見をベースにしながらつくっていただいて、データ等々を用意していただき、行政内部で

もほかの部局を含めての視点みたいなものも加味させて次の資料をつくっていただくと、

なかなかおもしろい議論になるのではないかと思いました。 

●事務局（都市計画課長） ありがとうございます。 

 今、部会長にまとめていただきましたけれども、今日いただいた意見を踏まえながら、

今後進めてまいりたいと思います。 

 

  ４ 閉  会 

●事務局（都市計画課長） 本日は、長時間にわたるご審議をいただき、ありがとうござ

いました。 
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 １１月１０日に都市計画審議会がございますので、どこまで整理できるかわかりません

が、本日の内容を整理した上、各委員に審議会の中で検討状況を説明したいと思います。 

 また、審議会を経た次回の部会開催は、改めて日程調整をさせていただきながら、１２

月上旬を予定したいと思っております。日程につきましては、急ぎ調整の上、改めてご連

絡差し上げたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、以上をもちまして、第２回土地利用計画検討部会を終了いたします。 

 ありがとうございました。 

以  上 


